
上場取引所 名証(第二部)

3 5 8 5 本社所在都道府県 愛知県

無

有

(記載金額は、百万円未満を切捨てて表示しております。)

百万円 百万円 百万円

 

百万円 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

1. 株 株

2. 有

3.

円 銭 円 銭 円 銭

16年3月期期末配当金の内訳 記念配当2円50銭を含む

円 銭

① 期末発行済株式数 株 株
② 期末自己株式数 株 株

円 銭 円 銭 円 銭

00 00

15 円 56 銭

※

（注）

％

％

潜在株式調整後 売 上 高
経常利益率

総 資 本
経常利益率

株主資本

13.5

54

0.5

9.7

営 業 利 益

2,022 19.9

％ ％

1,687 △ 6.1

9,460

後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。

―

２．17年3月期の業績予想 (平成16年4月1日～平成17年3月31日)

―

55

上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は今

16年3月期
15年3月期
15年3月期

百万円 百万円 ％

42,868,659
1,284,442

78.9

85.0

中　間

百万円

―

13,584

売　上　高 経常利益 当期純利益
１株当たり年間配当金
期　末

701

(注)

17,220

12,946

16年3月期

１５年３月期

１６年３月期 316

１株当たり株主資本

15.5  

経 常 利 益

1,749

1,985

16.0  12.2  

10

0.1

会計処理の方法の変更

44,147,616

１株当たり当期純利益

株主資本比率

15.35

期中平均株式数 16年3月期

7 50

（1単元1,000株）

1.700

12.0  

220

― 12.0  

当期純利益率

15年3月期

32

１５年３月期

15,221

― ―

総　資　産 株 主 資 本

― ―00

(３) 財政状態

5

(注)

(２) 配当状況

売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

１６年３月期 2.4

配当金総額
( 年　間 )期　　末中　　間

55 11.0  

１ 株 当 た り
当 期 純 利 益

5932

―

43,670,411

１５年３月期 7735.21,479

１５年３月期 11,304

１６年３月期

12,399１６年３月期

当 期 純 利 益

1,457 △ 1.5

決算取締役会開催日

平成16年6月25日

売　　上　　高

１．16年3月期の業績 (平成15年4月1日～平成16年3月31日)

定時株主総会開催日
平成16年5月12日

(１) 経営成績

平成16年5月12日

上場会社名

代 表 者

問合せ先責任者

役職名

役職名

氏名 駒 井 徳 造

ＴＥＬ　(052)243-9811金 子 晴 彦

平成１６年３月期　個別財務諸表の概要

コード番号

（ URL http://www.tms-e.co.jp）

 代表取締役社長

 代表取締役副社長

中間配当制度の有無

単元株制度採用の有無

氏名

１ 株 当 た り 年 間 配 当 金 株主資本
配 当 率

7

配当性向

％ ％

50

(参考) １株当たり予想当期純利益(通期)

中 間 期 5,744

12,222

754

1,506通　  期

―

百万円 百万円

32

284

321 23.0

百万円

44,143,641

292
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ＴＭＳ　個別

【単位：千円未満切捨】

期　別 当     期 前     期

（平成16年3月31日現在） （平成15年3月31日現在）

10,297,623 9,326,474 971,149

現 金 及 び 預 金 7,489,456 6,946,483 542,972

受 取 手 形 － 57,423 △ 57,423

売 掛 金 815,154 702,854 112,300

有 価 証 券 99,880 － 99,880

製 品 734,270 534,045 200,224

仕 掛 品 559,808 478,975 80,833

貯 蔵 品 30,745 28,434 2,310

前 渡 金 46 43,097 △ 43,051

前 払 費 用 71,950 84,905 △ 12,955

繰 延 税 金 資 産 189,925 215,857 △ 25,931

短 期 貸 付 金 56,350 136,752 △ 80,401

未 収 入 金 86,060 93,145 △ 7,085

未 収 消 費 税 等 38,433 － 38,433

そ の 他 129,965 7,899 122,065

貸 倒 引 当 金 △ 4,425 △ 3,402 △ 1,023

6,922,980 5,895,381 1,027,599

2,882,438 2,849,793 32,644

建 物 1,478,985 1,275,724 203,261

構 築 物 10,719 11,088 △ 368

機 械 装 置 1,887 1,887 －

車 両 運 搬 具 13,222 17,595 △ 4,372

工 具 器 具 及 び 備 品 342,866 208,897 133,969

土 地 1,034,756 1,329,351 △ 294,595

建 設 仮 勘 定 － 5,250 △ 5,250

138,688 122,544 16,144

借 地 権 92,571 92,571 －

ソ フ ト ウ ェ ア 36,701 20,557 16,144

電 話 加 入 権 9,416 9,416 －

3,901,852 2,923,042 978,810

投 資 有 価 証 券 290,226 144,754 145,471

関 係 会 社 株 式 1,420,103 1,420,103 －

出 資 金 202 202 －

長 期 貸 付 金 43,293 120,621 △ 77,327

破 産 債 権 等 2,014,593 2,486,164 △ 471,570

長 期 前 払 費 用 121,570 14,321 107,248

繰 延 税 金 資 産 868,744 129,556 739,187

長 期 未 収 入 金 － 66,000 △ 66,000

差 入 保 証 金 1,103,315 973,569 129,745

会 員 権 40,568 52,788 △ 12,220

貸 倒 引 当 金 △ 2,000,764 △ 2,485,040 484,275

17,220,604 15,221,855 1,998,748

財務諸表

貸借対照表

資 産 合 計

（資　産　の　部）

　科　目
増 減 金 額

流  動  資  産

固  定  資  産

投資その他の資産

有形固定資産

無形固定資産

- ２７ -
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【単位：千円未満切捨】

期　別 当     期 前     期

（平成16年3月31日現在） （平成15年3月31日現在）

3,115,282 1,863,523 1,251,759

支 払 手 形 121,802 187,363 △ 65,560

買 掛 金 1,456,570 1,189,242 267,327

短 期 借 入 金 80,000 55,000 25,000

１年内に返済予定の長期借入金 276,100 106,000 170,100

未 払 金 223,512 104,760 118,751

未 払 費 用 43,471 41,629 1,842

未 払 法 人 税 等 717,100 20,817 696,282

未 払 消 費 税 等 － 33,898 △ 33,898

前 受 金 27,398 37,883 △ 10,485

預 り 金 18,826 12,894 5,932

賞 与 引 当 金 67,389 61,914 5,475

設 備 等 支 払 手 形 74,230 9,160 65,070

そ の 他 8,881 2,959 5,921

520,457 412,330 108,127

長 期 借 入 金 206,025 159,000 47,025

退 職 給 付 引 当 金 144,772 115,631 29,141

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 127,159 97,699 29,460

預 り 保 証 金 42,500 40,000 2,500

負　債　合　計 3,635,740 2,275,853 1,359,886

8,816,866 8,816,866 －

1,806,323 1,806,323 －

資 本 準 備 金 1,806,323 1,806,323 －

3,526,850 2,322,665 1,204,184

利 益 準 備 金 52,000 26,000 26,000

任 意 積 立 金 1,700,000 500,000 1,200,000

当 期 未 処 分 利 益 1,774,850 1,796,665 △ 21,815
その他有価証券評価差額金 62,299 4,368 57,931
自　己　株　式 △ 627,476 △ 4,222 △ 623,254

資  本  合  計 13,584,863 12,946,001 638,862

17,220,604 15,221,855 1,998,748

資       本    金

資 本 剰 余 金

負 債 資 本 合 計

利 益 剰 余 金

増 減 金 額

流  動  負  債

固  定  負  債

（資　本　の　部）

　科　目

（負　債　の　部）

- ２８-
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【単位：千円未満切捨】

期　　別 当　     期 前       期

  自　平成15年4月 1日   自　平成14年4月 1日

  至　平成16年3月31日   至　平成15年3月31日

金　　　額 金　　　額 金　　　額

売 上 高 12,399,217 11,304,750 1,094,466

10,376,356 9,617,339 759,016

売 上 原 価 8,571,599 7,871,900 699,698

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,804,756 1,745,438 59,318

営　　業　　利　　益 2,022,861 1,687,411 335,450

68,650 110,639 △ 41,988

受 取 利 息 3,611 3,294 316

受 取 配 当 金 858 504 353

賃 貸 料 収 入 32,917 36,326 △ 3,409

業 務 支 援 料 9,000 25,800 △ 16,800

未 払 ﾛ ｲ ﾔ ﾘ ﾃ ｨ 等 整 理 益 6,672 32,033 △ 25,361

雑 収 益 15,591 12,680 2,910

105,881 48,829 57,052

支 払 利 息 7,196 5,901 1,295

長 期 前 払 費 用 償 却 19,164 8,598 10,565

為 替 差 損 75,046 26,281 48,764

雑 費 用 4,474 8,047 △ 3,573

経　　常　　利　　益 1,985,629 1,749,221 236,408

3,262 11,641 △ 8,379

固 定 資 産 売 却 益 3,262 1,891 1,370

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 － 9,750 △ 9,750

566,925 169,631 397,293

固 定 資 産 除 却 損 12,558 55,156 △ 42,598

固 定 資 産 売 却 損 17,842 4,918 12,923

投資有価証券強制評価損 － 17,950 △ 17,950

会 員 権 評 価 損 12,220 4,000 8,220

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 122,245 － 122,245

退 職 給 付 費 用 13,866 13,866 －

役員退職慰労引当金繰入額 － 73,739 △ 73,739

減 損 損 失 388,192 － 388,192

1,421,967 1,591,231 △ 169,264

717,309 21,617 695,691

△ 752,688 90,592 △ 843,281

1,457,345 1,479,020 △ 21,674

317,537 317,645 △ 107

32 － 32

1,774,850 1,796,665 △ 21,815

増 減 金 額

営業外損益の部

営業外費用

　  科　　目

営　業　費　用

損益計算書

（経 常 損 益 の 部）

特 別 利 益

特 別 損 失

法  人  税、 住 民 税 及 び 事 業 税

前　　 期　　 繰　　 越　　 利　　 益

税   引   前   当   期   純  利  益

当　  期　  未　 処　 分　  利　  益

法　  人　  税　  等　  調　 整　 額

当　　   期　　   純　　   利　　 益

自　 己　 株　 式　 処　 分   差  損

（特 別 損 益 の 部）

営業外収益

営 業 損 益 の 部

営　業　収　益

- ２９ -
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【単位：千円未満切捨】

１株当たり配当金

 　　　

50 - 50 00 - 00

00 00 00 00
50 502 2

5

前期
（14.4.1～15.3.31）

金　　額

1,200,000 1,479,128

26,000

220,718

317,537

Ⅰ　当期未処分利益 1,774,850

1,401,485

373,364

（うち監査役賞与金）
32,410
(3,200)

1,796,665

345,893

利益処分案

利益処分案

期　別

科　目

当期
（15.4.1～16.3.31）

金　　額

利益配当金

任意積立金

321,514

34,077
(3,700)

700,000

Ⅱ　利益処分額

利益準備金

役員賞与金

　

期末

（15.4.1～16.3.31）

普 通 株 式

7

年間

Ⅲ　次期繰越利益

-

（内訳）

記念配当
特別配当 - -

-
- -

-- -

　
　
5

-

　 　
　 　

　

当　　　　　期

円　銭

年間 期末

円　銭円　銭 円　銭

5

中間

7

円　銭

前　　　　　期

円　銭

中間

（14.4.1～15.3.31）

普通配当 5 5 5

- ３０ -
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…

…

…
…

あります。

機械装置及び運搬具 ４年～10年

定額法

建 物 及 び 構 築 物 ５年～65年

なお、主な耐用年数は以下のとおりで

（2）子会社株式および関連会社株式

そ の 他 の 部 門

１．有価証券の評価基準および評価方法

４．固定資産の減価償却の方法

（評価差額は、全部資本直入法により処
理し、売却原価は、移動平均法により

移動平均法による原価法

決算期末日の市場価格等に基づく時価法

移動平均法による原価法

総平均法による原価法

算定しています。）

す。

個別法による原価法
ただし、製品については、法人税法の規

時価法

定に準じて算出した減価を控除していま

（3）その他有価証券
①時価のあるもの

②時価のないもの

３．棚卸資産の評価基準および評価方法

２．デリバティブの評価基準および評価方法

製品および仕掛品 ｱ ﾆ ﾒ ｰ ｼ ｮ ﾝ 部門

（1）有形固定資産

最終仕入原価法による原価法

ｱﾐｭ ｰｽ ﾞﾒ ﾝﾄ部門 定額法

ただし、平成10年4月1日以降に取得した
建物（建物付属設備除く）については

貯蔵品

そ の 他 の 部 門

損益として処理しています。

定額法
ただし、ソフトウェア（自社利用分）に
ついては、社内における利用可能期間

(５年）に基づく定額法

均等償却

（2）無形固定資産

（3）長期前払費用

５．外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算基準

（1）満期保有目的の債券 償却原価法（定額法）

重要な会計方針

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、為替差額は

また、取得価額が10万円以上20万円未
工 具 器 具 備 品 ２年～15年

する方法を採用しています。

満の資産については、3年間で均等償却

定率法

- ３１ -
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８．ヘッジ会計の方法
（1）ヘッジ会計の方法

（2）ヘッジ手段とヘッジ対象

（3）ヘッジ方針

（4）ヘッジ有効性評価の方法

輸入による外貨建買入債務及び外貨建予定取引
（ヘッジ対象）

でヘッジしています。

ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計又は相場変動とヘッジ手段のキャッシュ・フ
ロー変動の累計又は相場変動を半期ごとに比較し、両者の変動額等を基礎にして、ヘッジ

有効性を評価しています。

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス･リース取引につ

原則として繰延ヘッジ処理によっています。なお、振当処理の要件を満たしている為替予

約については、振当処理によっています。

７．リース取引の処理方法

なお、会計基準変更時差異(６９,３３４千円)については、５年

による按分額を費用処理しています。

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給

額を計上しています。

９.消費税等の会計処理

消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっています。

いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。

（ヘッジ手段）
為替予約

デリバティブ取引に関する規定に基づき外貨建取引の為替相場変動リスクを一定の範囲内

６．引当金の計上基準
（1）貸倒引当金

（3）退職給付引当金

（2）賞与引当金

（4）役員退職慰労引当金

売上債権および貸付金等の貸倒れ損失に備えるため、一般債権
については貸倒実績率により計算した金額を計上し、貸倒懸念
債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しています。

従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上し

ています。

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務
の見込額に基づき、当期末において発生していると認められる

額を計上しています。

- ３２ -
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会計処理の変更

（固定資産の減損に係る会計基準）

よび同適用指針を適用しています。

388,192千円減少しています。

（貸借対照表関係）

1,376,612 千円 1,431,166 千円

－ 千円 43,140 千円

1,370,893 千円 1,780,675 千円

145,495 千円 158,296 千円

５．授権株式数等
121,000,000 株 121,000,000 株

44,153,101 株 44,153,101 株

1,284,442 株 9,460 株

定に関する意見書」（企業会計審議会 平成14年8月9日））および「企業会計
基準適用指針第6号 固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基
準委員会 平成15年10月31日）が平成16年3月31日に終了する事業年度に係る財
務諸表から適用できることになったことに伴い、当事業年度から同会計基準お

この結果、従来と同一の方法を採用した場合と比べ、税引前当期純利益が

授 権 株 式 数

７．自己株式の保有数 普通株式

規定により、配当に充当することが制限されています。

８．配当制限
「その他の剰余金」のうち有価証券の時価評価により増加した純資産額が
62,299千円含まれています。なお、当該金額は商法施行規則第124条第3号の

貸借対照表に計上した固定資産のほか、アミューズメント施設のゲーム
機器の一部、アニメ用コンピューターシステムおよび事務用機器の一部

　　（当　期　末）

２.受取手形割引高

１.有形固定資産の減価償却累計額

については、リース契約により使用しています。

注記事項

「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設

　　（前　期　末）

４．保証債務

有 形 固 定 資 産
３.担保に供している資産

発行済 株式 総数

６.重要なリース資産

受取手 形割 引高

- ３３ -



ＴＭＳ　個別

（損益計算書関係） （当　　期） （前　　期）

１．販売費及び一般管理費のうち主要な項目および金額
千円 千円
千円 千円
千円 千円
千円 千円
千円 千円
千円 千円
千円 千円
千円 千円

千円 千円

２．固定資産売却益の内訳

３．固定資産除却損の内訳

４．固定資産売却損の内訳

５．関係会社に係る注記
関係会社に対する営業外収益は次の通りです。

６．減損損失

当社は、以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

（減損損失を認識するに至った経緯）

（減損損失の金額および主な固定資産の種類ごとの当該金額の内訳）

（資産グループのグループ化の方法）

したキャッシュ・フローを生み出す最小の単位としています。

（回収可能価額の算定方法）

あります。

当社アミューズメント事業部門については、アミューズメント施設各店舗を独立

当該資産グループの回収可能価額は使用価値により算定し、割引率は2.61％で

土　　　地 294,595
合　　　計 388,192

種　　　類 金額（千円）
建　　　物 93,597

当社のアミューズメント事業部門のアミューズメント施設ＡＧスクエア徳島店の

土地および建物について、帳簿価額と市場価格を比較したところ著しい下落が認め
られ、回収可能価額が帳簿価額を下回るため、当該減少額を減損損失として認識い

たしました。

減損金額

（千円）

徳島県徳島市
アミューズメント事業の

土地および建物 388,192
アミューズメント施設店舗

場　　所 用　　途 種　　類

308,125

合　計

合　計

合　計
3,262
3,262

12,558

－

HDﾏｽﾀｰへの原版ﾘﾆｭｰｱﾙ費

29,460
44,184
147,900
773

37,520
619,369
28,710
11,283

102,357
611,485
27,760
26,080
23,960
53,705
133,454

千円

1,287

281,304

126
1,765
1,891

12,095

－
－
－
462
千円

千円
千円
千円

千円
千円

千円
千円

千円
千円

千円

42,412
3,147
1,278
1,072
7,246
55,156

千円
千円

千円
千円
千円
千円

17,842

千円
千円
千円

－
17,842

460
4,457
4,918

千円
千円
千円

28,832
9,000

千円
千円

千円
千円

29,208
25,800

企 画 文 芸 費
役 員 報 酬 ・ 給 与 手当
賞 与 引 当 金 繰 入 額
退 職 給 付 費 用
役員退職慰労引当金繰入
減 価 償 却 費
賃 借 料
貸 倒 引 当 金 繰 入 額

車 両 運 搬 具
工 具 器 具 備品

建 物
構 築 物
機 械 装 置
車 両 運 搬 具
工 具 器 具 備品

賃 貸 料 収 入
業 務 支 援 料

車 両 運 搬 具
工 具 器 具 備品

千円租 税 公 課 112,434 千円 77,540
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ＴＭＳ　個別

（リース取引関係）

(1)

工具器具備品等 工具器具備品等

(2)

　
(3)

(4)

(5)

(6) 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法
・減価償却費相当額の算定方法

・利息相当額の算定方法

（7）減損会計について
 リース資産に配分された減損損失はありませんので、項目等の記載は省略しております。

（有価証券関係）

（当　期）（平成16年3月31日現在）

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

該当事項はありません。

（前　期）（平成15年3月31日現在）

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

該当事項はありません。

（当   　期） （前　　　期）

千円

方法については、利息法によっています。

千円

減価償却費相当額

支払利息相当額

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっています。

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分

千円

30,08430,267

522,211

490,330

485,917

千円 452,149

千円

１ 年 以 内
１ 年 超

合　計

千円

938,913
496,707

千円

千円

511,870

千円442,205

千円
千円

544,843925,903

千円

1,437,774

360,237
199,363
559,600

千円

千円
千円

673,205
千円

千円

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース
リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、期末残高相当額

未経過リース料期末残高相当額

支払リース料

1,218,049取 得 価 額 相 当 額
減 価 償 却 累 計 額相 当額
期 末 残 高 相 当 額

千円
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ＴＭＳ　個別

（税効果会計関係）

１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

繰延税金負債

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目

住民税均等割額

税率変更による差異

評価性引当金

税効果会計適用後の法人税等の負担率

0.9 － ％％

（当   　期） （前　　　期）

△2.5 ％ 7.1 ％

△47.9 ％ △37.0 ％

1.6 ％ 1.4 ％

1.1 ％ 0.9 ％

41.8 ％ 41.8 ％

1,058,670 千円 345,414 千円

56,711 千円 2,973 千円

42,405 千円 千円2,973

1,115,381 千円 348,387 千円

△ 641,290 千円 △ 1,322,672 千円

465,883 千円 113,754 千円

－ 千円 191,269 千円

51,499 千円 39,568 千円

53,489 千円 37,828 千円

368,838 千円 443,763 千円

756,145 千円 844,875 千円貸 倒 引 当 金

有 価 証 券 評 価 損

退 職 給 付 引 当 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

繰 延 税 金 資 産 純 額

繰 越 欠 損 金

そ の 他

評 価 性 引 当 金

その他有価証券評価差額金

合　計

合　計

千円

そ の 他 14,305 千円 － 千円

未 払 事 業 税 60,816 千円 －
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ＴＭＳ　個別

部門別売上高

（注）

役員の異動

記載が可能になり次第開示いたします。

前期において「その他の部門」に含めて表示していた映像ソフトの企画・制作・販売

にかかる売上高は、内部管理組織の変更により当期より「アニメーション部門」に含め

て表示することに変更いたしました。

更前の「アニメーション部門」の実績により、当期は変更後の「アニメーション部門」

実績により比較しております。

なお、当期の「アニメーション部門」に含まれている映像ソフトの企画・制作・販売

にかかる売上高は、211,309千円で、前期の「その他の部門」に含まれている同売上高は

135,360千円であります。
また、上記部門別売上高の前期比較増減金額および増減率につきましては、前期は変

【単位：千円】

当        期 前         期
増 減 金 額

（15年4月1日～16年3月31日） （14年4月1日～15年3月31日）

金    額 構成比 金    額 構成比 金    額 増減率

ア ニ メ ー シ ョ ン 部 門 8,298,159 66.9% 7,226,588 63.9% 1,071,571 14.8%

部     門

ア ミ ュ ー ズ メ ン ト 部 門 4,101,057 33.1% 3,819,096 33.8% 281,960 7.4%

そ の 他 の 部 門 － － 259,065 2.3% 259,065 △100.0%

合       計 12,399,217 100.0% 11,304,750 100.0% 1,094,466 9.7%

輸 出 高 1,615,779 13.0% 858,338 7.6% 757,440 88.2%

－ 259,788 7.0%受 注 高 3,952,340 － 3,692,551
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